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PPP/PFIアクションプラン 令和８年度改定版
ウォーターPPPの位置づけ

• ⅱ）「水の官民連携」の推進
① 「水の官民連携」を推進するため、トップセールス等の地方公共団体への働きか
け、国と地方公共団体の連携、各分野における支援施策の強化等を推進する。 （平成
２９年度掲載、令和６年度強化）＜農林水産省、経済産業省、国土交通省、 内閣府＞

② 水分野の公共サービスの効率的・持続的提供のため、水道・下水道・工業用水道
に加え、集落排水も含めた分野横断型・広域型の「水の官民連携」の形成に 取り組む
地方公共団体を積極的に支援する。（令和６年度掲載）＜農林水産省、 経済産業省、
国土交通省、内閣府＞

水の官民連携 という表記
令和６年～変わらない

トップセールス・支援の強化・積極的に
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PPP/PFIアクションプラン 令和８年度改定版
水道

• １０年ターゲット目標の達成に向けて案件形成を一層加速させるため、
• 地方公共団体に対し、主に官民のリスク分担や分野横断型・広域型に関する
記載を拡充した「水道分野における「水の官民連携」ガイドライン」を策定・周知
する。

• （令和８年度掲載）＜国土交通省＞ 

• 複数の地方公共団体が事業の広域化のために事業の統合を図る際、統合前
の地方公共団体の料金体系を統合後の事業体が地域別に引き継いで運用で
きるよう、制度上の整理を行う。（令和８年度掲載）＜国土交通省、総務省＞

群マネの推進方針
自治体間調整のむつかしさを認識

下水道も同様にガイドライン
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自治体の動向

• 主催者さんと山本調査役の整理です。 （未完成ですが。。。）

「ウォーターPPP導入検討自治体一覧 260918」

まだ未反映の地域
広島県 岡山県 山口県 香川県
徳島県 愛媛県 高知県

【ウォーターPPP 色分けルール】
■ blue（検討段階）

導入可能性調査、基礎調査、MS調査、FS着手、
初期検討など

■ green（導入済み）
レベル3.5導入済み（DBO＋包括管理など）

■ red（高度PPP）
レベル4、コンセッション、レベル4視野、
BT＋コンセッションなど

■ gray（未定）
現況が未定、検討のみ、方向性未確定
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今日のセミナーの目的

•水事業に関わるリスクに関する考察

•民間が事業を引き受ける上で
–考慮すべきリスク
–契約上で注意する項目
–特に、官と民のリスク分担の取り決め
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水事業に関するリスク
１．社会的変動リスク



１．社会的変動リスク

•長期的リスク
１．設備の老朽化・維持管理費の上昇
２．人口の減少

•短期・一時的？リスク
３．物価上昇・人件費上昇
４．金利上昇
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２.自治体対応格差のリスク

•自治体マネージメント格差
１２５０団体以上が存在する。
自治体の規模、対応能力、首長？

どの自治体を営業テリトリーに？
リスクの差がある
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上下水道の経営に関する
今後の政策の方向性について（２０２５年）
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１．設備の老朽化・維持管理費の上昇

•国交省の予想
現在2.3兆円→25年後 3.3兆円
１/2.3=44%増 毎年 3.5%づつ増加

•増えていくことは間違いない。

どんなふうに提案・事業契約に反映？
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２．人口の減少

•現在の６７％（２５年後）
利用者の減少

収入が減っていくことは間違いない

どんなふうに提案・事業契約に反映？
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２．人口の減少
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３．物価上昇・人件費上昇

•社会変動
不安定な世界情勢
一時的か長く続くのか

•人手不足・ブルーカラーミリオネア
人件費の高騰は続く？

どんなふうに提案・事業契約に反映？
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４．金利上昇

•社会変動
アメリカと日本の金利差
為替相場の影響
物価上昇と経済成長・財政健全化

しばらくは高金利が続く？

どんなふうに提案・事業契約に反映？
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１．社会的変動リスク

•長期的リスク
１．人口の減少

•短期・一時的？リスク
２．物価上昇・人件費上昇
３．金利上昇
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２.自治体対応格差のリスク

•自治体マネージメント格差
１２５０団体以上が存在する。
自治体の規模、対応能力、首長？

・どの自治体を営業テリトリーに？
 リスクの差がある
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民間事業者の考慮・対策

１．リスクの官民分担について



官民の分担

• L3.5以前
– 官：施設整備 ・施設保有 ・維持管理計画・発注 ・指定管理発注

– 民：指定管理受注

• L3.5以上
– 官：・新設 ・施設の償却 ・更新・修繕の費用負担

– 民：・維持管理 ・運営 ・修繕・更新業務

• L4.0：運営権事業
– 官：既存施設保有 ・施設の償却

– 民：運営（経営） ・維持管理 ・更新・修繕 ・民間収益事業

– L3.5、L4.0 ： 水道・下水道利用料の 官民の分配比率 ：官がどの費用を払うのか？

各事業の事業採算検討

官と民でよく協議
できれば

官民の共同検討
合意

事業契約締結までに
合意協議ができるか？

不確定な事項が多い事業評価が必要
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民間事業者の考慮・対策
概要

・具体的な詳細は、次回に。。。

２．提案記載の注意事項について



２．提案記載の注意事項について

• 不確定事項の多い事業なので
– とりたい、とりたい、 で おいしいことを書かない。

– 不確定なリスクは、できるだけ官に負担してもらう姿勢で、きちんと書く。

– 業務の費用負担については、できるだけ明確に書く。

• 長期収支の考え方
– 収入見通しの検討内容の明確な記載と、長期収支表への反映：提案と収支表の整合

– 維持管理・運営経費の算定根拠と、支払い希望金額・利用料分配の考え方の明確化

• サービス対価変更についての事項の明確化
– サービス対価変更時期：毎年・5年ごと とか

– サービス対価変更協議項目の明確化：業務変更・物価変動・災害・人件費変動・その他

– 協議と変更の義務化について明確な記載
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民間事業者の考慮・対策

３．事業契約書の照査について



３．事業契約書の照査について

• 提案策定時
– 事業契約書・基本協定書の読み込み不足の提案が散見する

– 発注文書の記載と事業契約に齟齬がないか？

– 特にリスク分担表と募集要項、事業契約の齟齬

– 民間のリスクの大きい事業であることから

– リスクの分析をきちんとやること

– リスクヘッジが、事業契約書にきちんと反映されているか？ 照査を怠らないこと。

– 反映されていない場合：質疑応答で明確にする努力

– 公募プロポの場合、事業契約交渉で、その項目が道められない場合、辞退もありうることの明記。

• 事業契約締結に臨む時の理論武装について
– 主張のエビデンスを洗い出しておく

– 論理構成で行政にまけないように！
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ご清聴ありがとうございました。

一般社団法人 国土政策研究会

理 事 伊庭 良知
     y.iba.jj2@gmail.com

調査役 山本 久美
       kumi.yamamoto.mp@gmail.com

Web HP : 公民連携webプラットフォーム
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